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(57)【要約】
【課題】整流部の効率の向上を図ることができる受電機
器及びその受電機器を備えた非接触電力伝送装置を提供
すること。
【解決手段】非接触電力伝送装置１０は、地上に設けら
れた地上側機器１１と車両に搭載された車両側機器２１
とを備えている。地上側機器１１には、高周波電源１２
と、高周波電源１２から高周波電力が入力される送電器
１３とが設けられている。車両側機器２１には、送電器
１３から非接触で高周波電力を受電可能な受電器２３と
、受電器２３にて受電された高周波電力を整流する整流
器２４と、整流器２４にて整流された直流電力の電圧値
を変換するＤＣ／ＤＣコンバータ２５と、車両用バッテ
リ２２とが設けられている。ここで、整流器２４の効率
が高くなるように、整流器２４の出力端から車両用バッ
テリ２２までのインピーダンスである負荷インピーダン
スＺ１が調整されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　交流電力が入力される１次側コイルを有する送電機器から非接触で前記交流電力を受電
可能な２次側コイルと、
　前記２次側コイルにて受電された交流電力を整流する整流部と、
　前記整流部により整流された直流電力が入力される負荷と、
を備えた受電機器において、
　前記整流部と前記負荷との間に設けられ、前記整流部の効率が高くなるように前記整流
部の出力端から前記負荷までのインピーダンスを調整する調整部を備えていることを特徴
とする受電機器。
【請求項２】
　前記調整部は、前記整流部を構成する素子に印加される電圧値が耐圧値よりも小さい状
態で、前記整流部の出力端から前記負荷までのインピーダンスを大きくするものであるこ
とを特徴とする請求項１に記載の受電機器。
【請求項３】
　前記負荷は、インピーダンスが変動するものであり、
　前記調整部は、前記負荷のインピーダンスの変動に応じて、前記整流部の効率が高くな
るように前記整流部の出力端から前記負荷までのインピーダンスを調整することを特徴と
する請求項１又は請求項２に記載の受電機器。
【請求項４】
　交流電力が入力される１次側コイルを有する送電機器と、
　前記１次側コイルから非接触で前記交流電力を受電可能な２次側コイル、前記２次側コ
イルにて受電された交流電力を整流する整流部、及び前記整流部により整流された直流電
力が入力される負荷を有する受電機器と、
を備えた非接触電力伝送装置において、
　前記受電機器として請求項１～３のうちいずれか一項に記載の受電機器を備えているこ
とを特徴とする非接触電力伝送装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、受電機器及び非接触電力伝送装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、電源コードや送電ケーブルを用いない非接触電力伝送装置として、例えば磁
場共鳴を用いたものが知られている。例えば特許文献１の非接触電力伝送装置は、交流電
源と、交流電源から交流電力が入力される１次側の共振コイルとを有する送電機器を備え
ている。また、非接触電力伝送装置は、１次側の共振コイルと磁場共鳴可能な２次側の共
振コイルを有する受電機器を備えている。そして、１次側の共振コイルと２次側の共振コ
イルとが磁場共鳴することにより、送電機器から受電機器に交流電力が伝送される。受電
機器に伝送された交流電力は、受電機器に設けられた整流器により直流電力に整流され、
車両用バッテリに入力される。これにより、車両用バッテリが充電される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－１０６１３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記のような非接触電力伝送装置においては、伝送効率の向上が求められている。この
伝送効率が依存するパラメータとして、例えば整流器の効率がある。そして、非接触電力



(3) JP 2014-60864 A 2014.4.3

10

20

30

40

50

伝送装置において、整流器の効率には未だ改善の余地がある。
【０００５】
　なお、上述した事情は、磁場共鳴によって非接触の伝力伝送を行うものに限られず、電
磁誘導によって非接触の電力伝送を行うものについても同様である。
　本発明は、上述した事情を鑑みてなされたものであり、整流部の効率の向上を図ること
ができる受電機器及びその受電機器を備えた非接触電力伝送装置を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するために、請求項１に係る発明は、交流電力が入力される１次側コイ
ルを有する送電機器から非接触で前記交流電力を受電可能な２次側コイルと、前記２次側
コイルにて受電された交流電力を整流する整流部と、前記整流部により整流された直流電
力が入力される負荷と、を備えた受電機器において、前記整流部と前記負荷との間に設け
られ、前記整流部の効率が高くなるように前記整流部の出力端から前記負荷までのインピ
ーダンスを調整する調整部を備えていることを特徴とする。
【０００７】
　かかる発明によれば、調整部によって、整流部の効率が高くなるように整流部の出力端
から負荷までのインピーダンスが調整されている。これにより、整流部の効率の向上を図
ることができる。
【０００８】
　請求項２に係る発明は、前記調整部は、前記整流部を構成する素子に印加される電圧値
が耐圧値よりも小さい状態で、前記整流部の出力端から前記負荷までのインピーダンスを
大きくするものであることを特徴とする。かかる発明によれば、整流部を構成する素子に
印加される電圧値が耐圧値よりも小さい状態で、整流部の出力端から負荷までのインピー
ダンスが大きくなっている。これにより、整流部を構成する素子に過度な電圧が印加され
ない範囲内で、整流部を流れる電流の電流値が小さくなり、整流部にて消費される電力が
小さくなる。よって、整流部を構成する素子の誤動作を抑制しつつ、整流部の効率の向上
を図ることができる。
【０００９】
　請求項３に係る発明は、前記負荷は、インピーダンスが変動するものであり、前記調整
部は、前記負荷のインピーダンスの変動に応じて、前記整流部の効率が高くなるように前
記整流部の出力端から前記負荷までのインピーダンスを調整することを特徴とする。かか
る発明によれば、負荷のインピーダンスの変動に応じて、整流部の効率が高くなるように
整流部の出力端から負荷までのインピーダンスが調整することにより、負荷のインピーダ
ンスの変動に伴う整流部の効率の低下を抑制することができる。
【００１０】
　請求項４に係る発明は、交流電力が入力される１次側コイルを有する送電機器と、前記
１次側コイルから非接触で前記交流電力を受電可能な２次側コイル、前記２次側コイルに
て受電された交流電力を整流する整流部、及び前記整流部により整流された直流電力が入
力される負荷を有する受電機器と、を備えた非接触電力伝送装置において、前記受電機器
として請求項１～３のうちいずれか一項に記載の受電機器を備えていることを特徴とする
。かかる発明によれば、非接触電力伝送装置において、整流部の効率の向上を図ることが
できる。
【発明の効果】
【００１１】
　この発明によれば、整流部の効率の向上を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】非接触電力伝送装置の電気的構成を示す回路図。
【発明を実施するための形態】
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【００１３】
　以下、本発明に係る非接触電力伝送装置（非接触電力伝送システム）について以下に説
明する。
　図１に示すように、非接触電力伝送装置１０は、地上に設けられた地上側機器１１と、
車両に搭載された車両側機器２１とを備えている。地上側機器１１が送電（１次側）機器
に対応し、車両側機器２１が受電（２次側）機器に対応する。
【００１４】
　地上側機器１１は、所定の周波数の高周波電力（交流電力）を出力可能な高周波電源１
２（交流電源）を備えている。高周波電源１２はインフラとしての系統電源から入力され
る系統電力を高周波電力に変換し、その高周波電力を出力可能に構成されている。
【００１５】
　高周波電源１２から出力された高周波電力は、非接触で車両側機器２１に伝送され、車
両側機器２１に設けられた負荷としての車両用バッテリ２２の充電に用いられる。具体的
には、非接触電力伝送装置１０は、地上側機器１１及び車両側機器２１間の電力伝送を行
うものとして、地上側機器１１に設けられた送電器１３と、車両側機器２１に設けられた
受電器２３とを備えている。
【００１６】
　送電器１３及び受電器２３は同一の構成となっており、両者は磁場共鳴可能に構成され
ている。具体的には、送電器１３は、並列に接続された１次側コイル１３ａ及び１次側コ
ンデンサ１３ｂからなる共振回路で構成されている。受電器２３は、並列に接続された２
次側コイル２３ａ及び２次側コンデンサ２３ｂからなる共振回路で構成されている。両者
の共振周波数は同一に設定されている。
【００１７】
　かかる構成によれば、高周波電力が送電器１３（１次側コイル１３ａ）に入力された場
合、送電器１３と受電器２３（２次側コイル２３ａ）とが磁場共鳴する。これにより、受
電器２３は送電器１３のエネルギの一部を受け取る。すなわち、受電器２３は、送電器１
３から高周波電力を受電する。
【００１８】
　車両側機器２１には、受電器２３にて受電された高周波電力を整流する整流部としての
整流器２４が設けられている。また、車両側機器２１には、整流器２４にて整流された直
流電力の電圧値を、異なる電圧値に変換して車両用バッテリ２２に出力する調整部として
のＤＣ／ＤＣコンバータ２５が設けられている。ＤＣ／ＤＣコンバータ２５から出力され
た直流電力が車両用バッテリ２２に入力されることにより、車両用バッテリ２２の充電が
行われる。
【００１９】
　ちなみに、車両用バッテリ２２は、例えば複数の電池セルが接続されて構成されており
、車両用バッテリ２２のインピーダンスＺＬは、入力される直流電力の電力値や充電量に
応じて変動する。つまり、車両用バッテリ２２は、状況に応じてインピーダンスＺＬが変
動する変動負荷である。
【００２０】
　地上側機器１１には、地上側機器１１の各種制御を行う電源側コントローラ１４が設け
られている。電源側コントローラ１４は、高周波電源１２から高周波電力を出力させるか
否かの判断を行うとともに、高周波電源１２から出力される高周波電力の電力値制御を行
う電力制御部１４ａを備えている。電力制御部１４ａは、高周波電源１２から出力される
高周波電力を、充電用電力と、当該充電用電力の電力値とは異なる電力値の押し込み充電
用電力とに切り換えることが可能に構成されている。押し込み充電用電力とは、車両用バ
ッテリ２２に対して、押し込み充電に適した電力値の直流電力が入力されるように設定さ
れた高周波電力である。なお、押し込み充電とは、車両用バッテリ２２を構成する各電池
セルの容量ばらつきを補償するように行われる充電態様である。
【００２１】
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　また、車両側機器２１には、電源側コントローラ１４と無線通信が可能に構成された車
両側コントローラ２６が設けられている。非接触電力伝送装置１０は、各コントローラ１
４，２６間での情報のやり取りを通じて、電力伝送の開始又は終了等を行う。
【００２２】
　車両側機器２１には、車両用バッテリ２２の充電量を検知する検知センサ２７が設けら
れている。検知センサ２７は、その検知結果を車両側コントローラ２６に対して送信する
。これにより、車両側コントローラ２６は、車両用バッテリ２２の充電量を把握すること
が可能となっている。
【００２３】
　ちなみに、車両側コントローラ２６は、検知センサ２７によって車両用バッテリ２２の
充電量が予め定められた閾値量となったことが検知された場合に、その旨の通知を電源側
コントローラ１４に送信する。電源側コントローラ１４の電力制御部１４ａは、上記通知
を受信したことに基づいて、高周波電源１２の出力電力を、充電用電力から押し込み充電
用電力に切り換える。換言すれば、押し込み充電は、車両用バッテリ２２の充電量が閾値
量となった場合に行われる充電態様であるとも言える。
【００２４】
　また、車両側機器２１の整流器２４とＤＣ／ＤＣコンバータ２５との間には測定器２８
が設けられている。測定器２８は、整流器２４の出力端から車両用バッテリ２２までのイ
ンピーダンスである負荷インピーダンスＺ１を測定し、その測定結果を車両側コントロー
ラ２６に対して出力する。
【００２５】
　非接触電力伝送装置１０は、地上側機器１１に設けられた１次側インピーダンス変換器
３１と、車両側機器２１に設けられた２次側インピーダンス変換器３２とを備えている。
１次側インピーダンス変換器３１は、高周波電源１２と送電器１３との間に設けられてい
る。１次側インピーダンス変換器３１は、例えばＬＣ回路で構成されており、その定数（
インダクタンス及びキャパシタンス）は固定に構成されている。２次側インピーダンス変
換器３２は、受電器２３と整流器２４との間に設けられている。２次側インピーダンス変
換器３２は、例えばＬＣ回路で構成されており、その定数（インダクタンス及びキャパシ
タンス）は固定に構成されている。なお、定数とは、インピーダンスとも、変換比とも言
える。
【００２６】
　次に、整流器２４及びＤＣ／ＤＣコンバータ２５の回路構成について説明する。
　整流器２４は、受電器２３にて受電された高周波電力が入力されるように構成されてお
り、その入力された高周波電力を整流して出力する。詳細には、整流器２４は、高周波電
力を全波整流するダイオードブリッジ４１と、全波整流された高周波電力（脈流電力）を
平滑化する平滑回路４２とを備えている。ダイオードブリッジ４１は、高周波電力の正成
分を平滑回路４２に伝送するのに用いられる複数（２つ）の正側ダイオード４１ａと、高
周波電力の負成分を反転させて平滑回路４２に伝送するのに用いられる複数（２つ）の負
側ダイオード４１ｂとを備えている。
【００２７】
　平滑回路４２は、チョークコイル４２ａと、２つの平滑コンデンサ４２ｂ，４２ｃとを
備えている。チョークコイル４２ａはダイオードブリッジ４１に直列に接続されている。
詳細には、チョークコイル４２ａは、一端がダイオードブリッジ４１の出力端に接続され
ており、他端が整流器２４の出力端に接続されている。各平滑コンデンサ４２ｂ，４２ｃ
は、チョークコイル４２ａに対して並列に接続されている。詳細には、各平滑コンデンサ
４２ｂ，４２ｃはそれぞれ、一端がチョークコイル４２ａに接続されており、他端が接地
されている。かかる構成によれば、ダイオードブリッジ４１からの出力電力である脈流電
力が平滑回路４２に平滑化されることによって、上記脈流電力が直流電力に整流される。
【００２８】
　ＤＣ／ＤＣコンバータ２５は、所謂非絶縁降圧チョッパであり、スイッチング素子５１
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と、ダイオード５２と、スイッチング素子５１に対して直列に接続されたコイル５３と、
コイル５３に対して並列に接続されたコンデンサ５４と、を備えている。
【００２９】
　スイッチング素子５１は、例えばｎ型のパワーＭＯＳＦＥＴで構成されている。スイッ
チング素子５１のドレインは、ＤＣ／ＤＣコンバータ２５の入力端及び測定器２８を介し
て整流器２４の出力端に接続されている。スイッチング素子５１のソースは、コイル５３
の一端に接続されているとともに、ダイオード５２のカソードに接続されている。ダイオ
ード５２のアノードは接地されている。コイル５３の他端は、ＤＣ／ＤＣコンバータ２５
の出力端を介して、車両用バッテリ２２に接続されている。コンデンサ５４の一端はコイ
ル５３の他端に接続され、コンデンサ５４の他端は接地されている。
【００３０】
　かかる構成によれば、スイッチング素子５１が周期的にスイッチング（オンオフ、チョ
ッピング）すると、スイッチング素子５１のオンオフのデューティ比に対応した電圧値変
換が行われる。この場合、負荷インピーダンスＺ１は、スイッチング素子５１のオンオフ
のデューティ比に依存する。すなわち、デューティ比は負荷インピーダンスＺ１を規定す
るものである。
【００３１】
　デューティ比と負荷インピーダンスＺ１との関係について詳述すると、ＤＣ／ＤＣコン
バータ２５の出力側の電圧値は車両用バッテリ２２のバッテリ電圧値であり、当該バッテ
リ電圧値は車両用バッテリ２２の仕様によって一義的に決まっている。一方、デューティ
比に応じて、ＤＣ／ＤＣコンバータ２５に入力される直流電力の電圧値及び電流値の双方
が変動し、その結果上記電圧値と電流値との比率である負荷インピーダンスＺ１が変動す
る。よって、上記デューティ比が負荷インピーダンスＺ１を規定することとなる。
【００３２】
　車両側コントローラ２６は、スイッチング素子５１のオンオフのデューティ比を調整（
制御）するデューティ比調整部２６ａを備えている。デューティ比調整部２６ａは、スイ
ッチング素子５１のゲート電圧を制御することにより、デューティ比を調整する。詳細に
は、デューティ比調整部２６ａは、スイッチング素子５１のゲートに対して、高周波電力
の周波数よりも高い周波数のパルス信号を出力するとともに、当該パルス信号のパルス幅
変調を行うことで、デューティ比を調整する。なお、負荷インピーダンスＺ１がデューテ
ィ比に応じて変動することに着目すれば、デューティ比調整部２６ａは、デューティ比を
調整することにより、負荷インピーダンスＺ１を調整するものであるとも言える。
【００３３】
　デューティ比調整部２６ａは、整流器２４を構成する各素子（例えば各ダイオード４１
ａ，４１ｂ及び各平滑コンデンサ４２ｂ，４２ｃ）の耐圧値を考慮しつつ、整流器２４の
効率が高くなるようにデューティ比を調整する。詳細には、整流器２４の効率は、整流器
２４（正側ダイオード４１ａ又は負側ダイオード４１ｂ等）に流れる電流値が小さくなる
ほど高くなる。整流器２４に流れる電流の電流値は、負荷インピーダンスＺ１が大きくな
るほど小さくなる。かといって、過度に負荷インピーダンスＺ１を大きくすると、整流器
２４を構成する上記各素子に印加される電圧値が耐圧値以上となる場合が生じ得る。
【００３４】
　これに対して、デューティ比調整部２６ａは、整流器２４を構成する各素子に印加され
る電圧値が耐圧値よりも小さい状態（範囲内）で、負荷インピーダンスＺ１が大きくなる
ようにデューティ比を調整する。
【００３５】
　また、デューティ比調整部２６ａは、車両用バッテリ２２のインピーダンスＺＬの変動
に対応させてデューティ比を調整する。詳細には、デューティ比調整部２６ａは、高周波
電源１２から出力される高周波電力が、充電用電力から押し込み充電用電力に切り換わっ
た場合、測定器２８の測定結果に基づいて、整流器２４を構成する各素子に印加される電
圧値が耐圧値よりも小さい状態で、負荷インピーダンスＺ１が可能な限り大きくなるよう
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にデューティ比を調整する。
【００３６】
　ここで、整流器２４を構成する各素子に印加される電圧値が耐圧値よりも小さい状態で
、可能な限り大きく設定された負荷インピーダンスＺ１を最大負荷インピーダンスとする
と、高周波電源１２から出力される高周波電力の電力値に応じて、最大負荷インピーダン
スが変動し得る。
【００３７】
　デューティ比調整部２６ａは、測定器２８の測定結果に基づいて、負荷インピーダンス
Ｚ１が最大負荷インピーダンスに近づく、好ましくは一致するようにデューティ比を調整
する。
【００３８】
　なお、高周波電源１２から充電用電力が出力されている状況において負荷インピーダン
スＺ１が最大負荷インピーダンスとなるデューティ比を第１特定デューティ比とする。同
様に、高周波電源１２から押し込み充電用電力が出力されている状況において負荷インピ
ーダンスＺ１が最大負荷インピーダンスとなるデューティ比を第２特定デューティ比とす
る。すると、デューティ比調整部２６ａは、高周波電源１２から出力される高周波電力が
充電用電力と押し込み充電用電力とに切り換わることに基づいて、デューティ比を、第１
特定デューティ比と第２特定デューティ比とに切り換えるものであるとも言える。
【００３９】
　次に本実施形態の作用について説明する。
　ＤＣ／ＤＣコンバータ２５によって、整流器２４の効率が高くなるように負荷インピー
ダンスＺ１が調整されている。詳細には、整流器２４を構成する各素子に印加される電圧
値が耐圧値よりも小さい状態で、負荷インピーダンスＺ１が大きくなるようにスイッチン
グ素子５１のオンオフのデューティ比が調整されている。これにより、整流器２４の効率
が向上している。
【００４０】
　また、高周波電源１２から出力される高周波電力の電力値が変動した場合には、その変
動に対応させて、負荷インピーダンスＺ１が最大負荷インピーダンスになるようにデュー
ティ比が調整される。これにより、高周波電源１２から出力される高周波電力の電力値が
変動した場合であっても、整流器２４を構成する各素子の誤動作を防止しつつ整流器２４
の効率の低下を抑制することができる。
【００４１】
　以上詳述した本実施形態によれば以下の優れた効果を奏する。
　（１）整流器２４と車両用バッテリ２２との間に、整流器２４の効率が高くなるように
、整流器２４の出力端から車両用バッテリ２２までのインピーダンスである負荷インピー
ダンスＺ１を調整するＤＣ／ＤＣコンバータ２５を設けた。これにより、整流器２４の効
率の向上を図ることができる。
【００４２】
　（２）詳細には、整流器２４を構成する各素子に印加される電圧値が耐圧値よりも小さ
い状態で、負荷インピーダンスＺ１を大きくした。これにより、整流器２４を構成する各
素子に過度な電圧が印加されない範囲内で、整流器２４を流れる電流の電流値が小さくな
っている。よって、整流器２４を構成する各素子の誤動作を抑制しつつ、整流器２４の効
率の向上を図ることができる。
【００４３】
　（３）ＤＣ／ＤＣコンバータ２５のスイッチング素子５１におけるオンオフのデューテ
ィ比を調整する構成とした。これにより、高耐圧の可変キャパシタや可変インダクタを設
けることなく、負荷インピーダンスＺ１の調整を行うことができる。
【００４４】
　（４）高周波電源１２から出力される高周波電力の電力値が変動することに対応させて
、デューティ比を調整する構成とした。具体的には、負荷インピーダンスＺ１が最大負荷
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インピーダンスとなるようにデューティ比を調整した。これにより、高周波電源１２から
出力される高周波電力の電力値の変動に伴う、整流器２４の効率の低下を抑制することが
できる。
【００４５】
　なお、上記実施形態は以下のように変更してもよい。
　○　実施形態では、高周波電源１２から出力される高周波電力の電力値の変動に対応さ
せて、負荷インピーダンスＺ１が最大負荷インピーダンスとなるようにデューティ比を調
整する構成であったが、これに限られない。例えば、高周波電源１２から出力される高周
波電力の電力値の変動に対応させて、デューティ比を調整することにより、負荷インピー
ダンスＺ１が特定値で一定となるようにしてもよい。要は、高周波電源１２から出力され
る高周波電力の電力値の変動に対応させてデューティ比を調整しない構成よりも整流器２
４の効率が高くなるようにできるものであればよい。なお、整流器２４の効率が高くなる
のであれば、「特定値」として、例えば高周波電源１２から出力される高周波電力（充電
用電力又は押し込み充電用電力）の電力値に応じて変動し得る最大負荷インピーダンスの
最小値を用いてもよい。
【００４６】
　○　実施形態では、負荷インピーダンスＺ１を調整するものとして、ＤＣ／ＤＣコンバ
ータ２５、詳細にはスイッチング素子５１のオンオフのデューティ比を採用したが、負荷
インピーダンスＺ１を変動できるものであればこれに限られない。
【００４７】
　○　実施形態では、測定器２８の測定結果に基づいて高周波電源１２から出力される高
周波電力の電力値の変動に追従する構成であったが、これに限られない。例えば、測定器
２８を省略してもよい。各コイル１３ａ，２３ａの相対位置の変動がない場合には、予め
第２特定デューティ比を把握（算出）しておくことができるため、上記第２特定デューテ
ィ比を所定のメモリに記憶させることができる。この場合、デューティ比調整部２６ａは
、高周波電源１２から出力される高周波電力が充電用電力から押し込み充電用電力に切り
換わった場合には、メモリを参照して第２特定デューティ比を特定し、その特定結果に基
づいてデューティ比の調整を行うとよい。
【００４８】
　○　整流器２４の回路構成は、実施形態のものに限られず、整流することができれば任
意である。例えば、整流と力率改善とを行うＰＦＣ回路を用いてもよい。
　○　同様に、ＤＣ／ＤＣコンバータ２５の回路構成も、実施形態のものに限られず、任
意である。例えば昇圧型であってもよい。
【００４９】
　○　実施形態では、デューティ比を調整する契機として、高周波電源１２から出力され
る高周波電力の電力値の切換（充電用電力から押し込み充電用電力への切換）を採用した
が、これに限られない。例えば、測定器２８が定期的に負荷インピーダンスＺ１を測定し
、その測定された負荷インピーダンスＺ１が、最大負荷インピーダンスに対して予め定め
られた許容値よりもずれている場合にデューティ比を調整する構成としてもよい。
【００５０】
　○　実施形態では、各インピーダンス変換器３１，３２の定数は固定であったが、これ
に限られず、可変であってもよい。この場合、各コイル１３ａ，２３ａの相対位置の変動
に対応させて、各インピーダンス変換器３１，３２の定数を可変制御してもよい。これに
より、各コイル１３ａ，２３ａの位置ずれが発生している場合であっても、高い伝送効率
を維持することができる。
【００５１】
　なお、各コイル１３ａ，２３ａの相対位置としては、各コイル１３ａ，２３ａ間の距離
だけでなく、各コイル１３ａ，２３ａの軸線方向、各コイル１３ａ，２３ａの重ね合わせ
の態様等が含まれている。各コイル１３ａ，２３ａの重ね合わせの態様とは、例えば送電
器１３及び受電器２３が上下方向に配置される構成においては、上方から見た場合の１次



(9) JP 2014-60864 A 2014.4.3

10

20

30

40

50

側コイル１３ａ及び２次側コイル２３ａの位置ずれ等が考えられる。
【００５２】
　各インピーダンス変換器３１，３２の定数が可変である構成においては、例えば２次側
インピーダンス変換器３２と、整流器２４との間に、入力電力の電力値に関わらず一定の
抵抗値（インピーダンス）を有する固定抵抗を設ける。また、２次側インピーダンス変換
器３２の接続先を、固定抵抗と、整流器２４とに切り換えるリレーを設ける。そして、各
インピーダンス変換器３１，３２の定数の可変制御を行う場合には、２次側インピーダン
ス変換器３２の接続先を固定抵抗にする。
【００５３】
　ちなみに、各インピーダンス変換器３１，３２の定数の可変制御を行う場合には、高周
波電源１２から、充電用電力よりも電力値が小さい調整用電力が出力されるようにしても
よい。この場合、固定抵抗の抵抗値は、負荷インピーダンスＺ１が最大負荷インピーダン
スである場合の整流器２４の入力端から車両用バッテリ２２までのインピーダンスと同一
であるとよい。
【００５４】
　○　受電器２３（２次側コイル２３ａ）の出力端から車両用バッテリ２２までのインピ
ーダンスの実部には、他の抵抗値と比較して、相対的に高い伝送効率となる特定抵抗値が
存在する。換言すれば、受電器２３の出力端から車両用バッテリ２２までのインピーダン
スの実部には、所定の抵抗値（第１抵抗値）よりも伝送効率が高くなる特定抵抗値（第２
抵抗値）が存在する。詳細には、仮に送電器１３の入力端に仮想負荷を設けた場合におい
て、当該仮想負荷の抵抗値をＲａ１とし、受電器２３（詳細には受電器２３の出力端）か
ら仮想負荷までの抵抗値をＲｂ１とすると、特定抵抗値は√（Ｒａ１×Ｒｂ１）である。
【００５５】
　これに対応させて、２次側インピーダンス変換器３２は、受電器２３の出力端から車両
用バッテリ２２までのインピーダンスが特定抵抗値に近づくように整流器２４の入力端か
ら車両用バッテリ２２までのインピーダンスをインピーダンス変換してもよい。
【００５６】
　また、１次側インピーダンス変換器３１は、受電器２３の出力端から車両用バッテリ２
２までのインピーダンスが特定抵抗値に近づいている状況における送電器１３の入力端か
ら車両用バッテリ２２までのインピーダンスをインピーダンス変換する。例えば、１次側
インピーダンス変換器３１は、高周波電源１２の出力端から車両用バッテリ２２までのイ
ンピーダンスが、所望の電力値の高周波電力が得られるインピーダンスとなるように、上
記送電器１３の入力端から車両用バッテリ２２までのインピーダンスをインピーダンス変
換してもよい。
【００５７】
　ここで、整流器２４の効率を考慮して、負荷インピーダンスＺ１を設定した場合、整流
器２４の入力端から車両用バッテリ２２までのインピーダンスが、特定抵抗値からずれる
ことが想定される。これに対して、上記のように２次側インピーダンス変換器３２を設け
ることにより、受電器２３の出力端から車両用バッテリ２２までのインピーダンスを特定
抵抗値に近づけつつ、整流器２４の効率の向上を図ることができる。
【００５８】
　ちなみに、高周波電源１２から出力される高周波電力の電力値の変動に伴い、最大負荷
インピーダンスが変動した場合には、その変動に伴い整流器２４の入力端から車両用バッ
テリ２２までのインピーダンスが変動する。すると、受電器２３の出力端から車両用バッ
テリ２２までのインピーダンスが特定抵抗値からずれる。
【００５９】
　これに対して、最大負荷インピーダンスの変動に対応させて、２次側インピーダンス変
換器３２の定数（変換比）を可変制御することにより、受電器２３の出力端から車両用バ
ッテリ２２までのインピーダンスが特定抵抗値に近づいた状態を維持する構成としてもよ
い。
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【００６０】
　なお、整流器２４の効率を考慮して、負荷インピーダンスＺ１を過度に高くすると、整
流器２４の入力端から車両用バッテリ２２までのインピーダンスと、特定抵抗値との差が
大きくなる。すると、２次側インピーダンス変換器３２の変換比が過度に大きくなる。こ
の場合、上記変換比が現実的ではない場合であったり、特殊な素子を用いる必要が生じた
りする。このため、２次側インピーダンス変換器３２の変換比が予め定められた範囲内に
収まるように、負荷インピーダンスＺ１を、特定抵抗値との差に対応させて設定してもよ
い。
【００６１】
　○　１次側インピーダンス変換器３１は、高周波電源１２の出力端から車両用バッテリ
２２までのインピーダンスと、高周波電源１２の出力インピーダンスとが整合するように
、送電器１３の入力端から車両用バッテリ２２までのインピーダンスをインピーダンス変
換するものであってもよい。
【００６２】
　同様に、２次側インピーダンス変換器３２は、受電器２３の出力端から高周波電源１２
までのインピーダンスと、受電器２３の出力端から車両用バッテリ２２までのインピーダ
ンスとが整合するように、整流器２４の入力端から車両用バッテリ２２までのインピーダ
ンスをインピーダンス変換するものであってもよい。
【００６３】
　○　各インピーダンス変換器３１，３２の具体的な構成は任意である。例えば、π型、
Ｔ型のＬＣ回路で構成してもよい。また、ＬＣ回路に限られず、トランス等を用いてもよ
い。
【００６４】
　○　実施形態では、地上側機器１１及び車両側機器２１に１つずつインピーダンス変換
器が設けられていたが、これに限られず、地上側機器１１及び車両側機器２１のいずれか
又は双方に２つずつインピーダンス変換器を設けてもよい。
【００６５】
　○　また、１次側インピーダンス変換器３１又は２次側インピーダンス変換器３２のい
ずれか一方又は双方を省略してもよい。
　○　高周波電源１２は、電力源、電圧源及び電流源のいずれであってもよい。
【００６６】
　○　実施形態では、整流器２４により整流された直流電力が入力される負荷として、イ
ンピーダンスＺＬが変動する車両用バッテリ２２が採用されていたが、これに限られず、
他の部品であってもよい。この場合、負荷として、入力される電力の電力値に関わらずイ
ンピーダンスが一定のものを採用してもよい。
【００６７】
　○　高周波電源１２から出力される高周波電力の電圧波形としては、パルス波形、正弦
波等任意である。
　○　高周波電源１２を省略してもよい。この場合、系統電力が送電器１３に入力される
ようにする。
【００６８】
　○　実施形態では、各コンデンサ１３ｂ，２３ｂを設けたが、これらを省略してもよい
。この場合、各コイル１３ａ，２３ａの寄生容量を用いて磁場共鳴させる。
　○　実施形態では、送電器１３の共振周波数と受電器２３の共振周波数とは同一に設定
されていたが、これに限られず、電力伝送が可能な範囲内で両者を異ならせてもよい。
【００６９】
　○　実施形態では、非接触の電力伝送を実現させるために磁場共鳴を用いたが、これに
限られず、電磁誘導を用いてもよい。
　○　実施形態では、非接触電力伝送装置１０は、車両に適用されていたが、これに限ら
れず、他の機器に適用してもよい。例えば、携帯電話のバッテリを充電するのに適用して
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もよい。
【００７０】
　○　送電器１３は、１次側コイル１３ａ及び１次側コンデンサ１３ｂからなる共振回路
とその共振回路に対して電磁誘導で結合する１次側誘導コイルとを有する構成であっても
よい。この場合、上記共振回路は、上記１次側誘導コイルから電磁誘導によって高周波電
力を受ける構成とする。同様に、受電器２３は、２次側コイル２３ａ及び２次側コンデン
サ２３ｂからなる共振回路と、その共振回路に対して電磁誘導で結合する２次側誘導コイ
ルとを有する構成とし、２次側誘導コイルを用いて受電器２３の共振回路から高周波電力
を取り出してもよい。
【００７１】
　次に、上記実施形態及び別例から把握できる技術的思想について以下に記載する。
　（イ）前記整流部は、ダイオードを備え、
　前記調整部は、前記ダイオードに流れる電流の電流値が小さくなるように、前記整流部
の出力端から前記負荷までのインピーダンスを大きくすることを特徴とする請求項１に記
載の受電機器。
【００７２】
　（ロ）前記調整部は、周期的にスイッチングするスイッチング素子を備え、前記スイッ
チング素子のオンオフのデューティ比を調整することにより、前記整流部の出力端から前
記負荷までのインピーダンスを調整することを特徴とする請求項１～３及び技術的思想（
イ）のうちいずれか一項に記載の受電機器。
【符号の説明】
【００７３】
　１０…非接触電力伝送装置、１１…地上側機器（送電機器）、１２…高周波電源、１３
ａ…１次側コイル、２１…車両側機器（受電機器）、２２…車両用バッテリ（負荷）、２
３ａ…２次側コイル、２４…整流器、２５…ＤＣ／ＤＣコンバータ、２８…測定器、３１
…１次側インピーダンス変換器、３２…２次側インピーダンス変換器、４１…ダイオード
ブリッジ、５１…スイッチング素子、Ｚ１…負荷インピーダンス。
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